（様式１）
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名: エネルギー対策推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　商工労働部 商工政策課 新エネルギー技術支援担当　電話番号：058-272-1111（内3051）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11351@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,513千円（前年度予算額：2,815千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）｢岐阜県省エネ・新エネ推進会議｣運営費
◆目的

岐阜県において取り組むべき新エネルギーの普及拡大、次世代エネルギーインフ　ラの整備、新エネルギー関連産業の振興及び育成の方策等について協議、促進。

  　◆構成

　　　○15人(学識経験者２、各種団体７、民間企業等６)

    ◆開催

　　　○協議会　年８回程度

　　　・技術的、社会的課題の調査、研究

　　　・施策の方向性、モデルプロジェクト等の提案

　　　・情報の収集及び発信　等
（２）「岐阜県次世代自動車推進協議会｣運営費

  ◆目的

H22.12.6に選定された経済産業省の「EV・ｐHVタウン」では、地元産学官が連携して事業を推進する体制の構築が求められており、本協議会での関係者の議論・合意により、「EV・ｐHVタウンマスタープラン」を策定する等、事業を推進する。

◆構成

　　　○50人程度(大学２、各種団体８、民間企業等40)

    ◆開催

　　　○協議会　年３回程度

　　　・EV・ｐHVタウンマスタープランの策定

　　　・次世代自動車に関する情報共有と事業推進　等
（３）岐阜県小水力利用推進協議会費

　○官民連携のもと、小水力発電の普及拡大に関する調査・研究、関係者の連携促進、普及啓発等を行う協議会の年会費。
（４）ビジネスミーティング開催費　（新エネルギー導入促進事業費から組替）
・県内事業者に対し、新エネルギーの活用等に関する情報提供の機会を設け、効果的な導入を支援。
・新エネルギーや省エネルギーの設備、リサイクル認定製品等を取り扱う事業者に、
商談までにつながる場を提供。
　※次世代エネルギーパーク運営費（花フェスタ記念公園分）は、次世代エネルギーイ
ンフラ実証事業費へ組替

　※新エネルギー広域（愛知・岐阜・三重）連携事業費は、３県協議のうえ廃止
	２　所要経費


（１）「岐阜県省エネ新エネ推進会議｣運営費



　916
（２）「岐阜県次世代自動車推進協議会｣運営費


  375
（３）岐阜県小水力利用推進協議会費




    5
（４）ビジネスミーティング開催費




  217
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅳ　美しい自然と環境を守る「清流の国」づくり

１３　岐阜エコプロジェクト
自然エネルギーの導入促進、省エネルギーの促進
	２　これまでの取組状況


○平成21年８月に「花フェスタ記念公園」と「クックラひるがの」が経済産業省の「次
世代エネルギーパーク」に認定。
○平成22年度に、公共施設モデル「花フェスタ記念公園」、商業施設モデル「クックラ
ひるがの」、家庭モデル「次世代新エネ／省エネモデルハウスGREENY岐阜」、都市モ
デル「JR岐阜駅アクティブG」、中山間地モデル「郡上市内古民家」の５つのモデル
を整備。
○岐阜県次世代エネルギービジョンの策定

○平成23年度の取り組み

・岐阜県省エネ・新エネ推進会議の設置

・次世代エネルギーインフラ導入モデル事業費補助金の創設（９月補正）
・次世代エネルギー振興特区の申請
・新エネルギー体験バスツアーの実施等の普及啓発事業（ふるさと雇用再生特別基金事業）
・民間事業者による電気自動車用充電インフラ設置工事費に対する補助（地域グリーンニューディール基金事業）
	３　これまでの取組に対する評価


○岐阜県が取り組むべきエネルギー施策のあり方、新エネルギーの導入促進の方向性を、産学官民の幅広い議論を通じて確立し、必要な施策を協働で促進する必要がある。

○また、県民や県内事業者に対し、新たなエネルギー資源・技術の特性や用途に関する理解を促し、エネルギー効率・費用対効果・温室効果ガス削減効果等、多面的な観点から真に取り組むべきエネルギー対策を促進する必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	2,815
	
	
	
	
	
	
	
	2,815

	要求額
	1,513
	
	
	
	
	
	
	
	1,513

	決定額
	1,513
	
	
	
	
	
	
	
	1,513
































